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１．全体の状況
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一般廃棄物の排出量は5,204万ｔ
（平成18年度）

排出量は平成12年度以降断続的に減
少し、基本方針の平成9年度5,310万tを
2年連続で下まわった。

産業廃棄物の排出量は418百万ｔ
（平成18年度）

排出量は一般廃棄物と同様に平成2年
度までは急激に増加。平成2年度以降
は４億ｔ前後で大きな変化はなく、バブル
経済の崩壊後はほぼ横ばい

※1：ダイオキシン対策基本方針に基づき、政府が平成22年
度を目標として設定した「廃棄物の減量化の目標量」におけ
る平成8年度の排出量を表す

※2：平成9年度以降は※1と同様の算出条件で算出

廃棄物の排出量の推移
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一般廃棄物の再生利用率は
19.6％ （平成18年度）

一般廃棄物の再生利用率は着実
に上昇しており、平成18年度には
20%に迫っている。

産業廃棄物の再生利用率は
51.4% （平成18年度）

産業廃棄物の再生利用率は着実
に上昇しており、平成16年度には
50%を超えている。

廃棄物の再生利用率の推移

8.0 9.1 9.9 10.311.0
12.113.1

14.315.0
15.916.8

17.6
19.019.6

0%

5%

10%

15%

20%

25%

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

一般廃棄物の再生利用率

4



一般廃棄物の最終処分量の推移
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産業廃棄物の最終処分量の推移
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（千ﾄﾝ）

※分類については、発生時点の廃棄物の種類で行っている。
（例 廃プラスチック類の焼却に伴い生じる燃え殻の埋立について、廃プラスチック類として計上）
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一般廃棄物の残余年数は15.6年分
（首都圏は17.0年分）（平成18年度）

公共の最終処分場を確保できていない
市町村が343

産業廃棄物の残余年数は7.7年分
（首都圏は3.4年分）（平成17年度）

最終処分場の新規設置数は、平成10
年度の136施設から、平成16年度は38
施設、平成17年度は32施設（ともに許
可件数）と激減

最終処分場のひっ迫
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(単位：千トン／年)

⑧集団回収量 3,058 ⑭ 総資源化量
⑩直接資源化 2,569

⑪ 焼却以外の 中間処理後
収集ごみ＋直接搬入ごみ 中間処理 再生利用量
（計画収集量） 7,179 4,590

粗大ごみ処理施設
2,569 623

① 混合ごみ 3,808
ごみ堆肥化施設

115 77
② 可燃ごみ 31,898

ごみ飼料化施設
0.02 0.03

③ 不燃ごみ 2,460
メタン化施設

24 16
④ 資源ごみ 5,121

ごみ燃料化施設
726 402

⑤ その他 152

127,727 3,549 2,484
127,781 ⑥ 粗大ごみ 730

その他施設
自家 197
処理 ⑦直接搬入ごみ 4,810
人口 処理残渣の焼却

1,847
54 ⑨ 自家処理量 74 ⑫ 直接焼却

38,067
(単位：千人) 焼却施設 986

39,914
資源化 焼却残渣 処理残渣

の埋立 の埋立
処理･処分 ⑬直接最終処分 4,363

1,201
最終処分場

・収集ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝44,168千トン

・収集ごみ＋直接搬入ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤
＋⑥＋⑦＝48,978千トン（計画収集量）

・ごみ総排出量＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧
＝52,036千トン

・1人1日当たり排出量
＝(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧)／総人口／365
＝1,116グラム/人日

・ごみの総処理量＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬＝49,016千トン

・総資源化量＝⑭＝10,217千トン

・リサイクル率＝⑭／(⑧＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬)＝20％

・中間処理による減量化量
＝(⑪＋⑫)－中間処理後再生利用量－残渣の埋立量
＝35,049千トン

1,245

6,809

総
人
口

計
画
収
集
人
口

その他の資源化等
を行う施設

10,217

凡例

一般廃棄物の処理フロー（平成18年度）

8日本の廃棄物処理 平成18年度版より作成
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産業廃棄物の処理フロー（平成18年度）

排出量
418,497千t
(100%)

直接再生利用量
91,582千t
(22%)

中間処理量
316,082千t
(76%)

処理残渣量
134,156千t
(34%)

減量化量
181,926千t
(43%)

処理後再生利用量
193,190千t
(29%)

処理後最終処分量
10,966千t
(3%)

再生利用量
214,722千t
(51%)

最終処分量
21,799千t
(5%)

直接最終処分量
10,833千t
(3%)

産業廃棄物排出・処理状況調査報告書（環境省）より作成
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廃棄物処理施設からのダイオキシン類排出量の推移
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注１投棄件数及び投棄量は、都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不法投棄のうち、1件当りの投棄量が10ｔ以上の事案 (ただし特別管理産業廃棄
物を含む事案はすべて） を集計対象とした。
２上記グラフの通り、岐阜市事案は平成15年度に、沼津市事案は平成16年度に発覚したが、不法投棄はそれ以前より数年にわたって行われた結果、当該
年度に大規模事案として発覚した。
３平成18年度の千葉市事案については、平成10年に発覚していたが、その際環境省への報告がされていなかったもの。
４硫酸ピッチ事案及びフェロシルト事案については本調査の対象からは除外している。
なお、フェロシルトは埋戻用資材として平成13年8月から約72万トンが販売・使用されたが、その後、これが不法投棄事案であったことが判明した。
不法投棄は1府3県45カ所において確認され、そのうち38カ所で撤去が完了している（平成20年9月時点）。
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がれき類

191件

50.5%

建設混合廃棄物

54件

14.1%

木くず（建設系）

36件 9.4%

廃プラスチック類

（建設系）

6件 1.6%

汚泥（建設系）

3件 0.8%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

18件 4.7%

金属くず

13件 3.4%

動植物性残さ

10件 2.6%

繊維くず

9件 2.4%

廃プラスチック類

（その他）

9件 2.4%

汚泥（その他）

6件 1.6%

平成19年度
投棄件数
382件

がれき類

57,697t

56.7%建設混合廃棄物

17,479t

17.2%

木くず（建設系）

3,857t 3.8%

廃プラスチック類

（建設系）

1,167t 1.1%

汚泥（建設系）

143t 0.1%

繊維くず

5,695t 5.6%

汚泥（その他）

6,162t 6.1%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

1,609t 1.6%

廃プラスチック類

（その他）

1,786ｔ 1.8%

平成19年度
投棄量
101,718t

平成19年度不法投棄種類内訳

建設廃棄物計
80,343t 79.0%

建設以外廃棄物計
21,375ｔ 21.0%

建設以外廃棄物計
92件 24.1%

建設廃棄物計
290件 75.9%

投棄件数・投棄量ともに建設廃棄物が多く、全体の約８割を占めている。
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排出事業者

193件
50.5%

無許可業者

57件
14.9%

許可業者

21件
5.5%

複 数

11件
2.9%

不 明

100件
26.2%

平成19年度
投棄件数
382件

排出事業者

24,113ｔ
23.7%

無許可業者

22,804ｔ
22.4%

許可業者

31,114ｔ
30.6%

複 数

3,502ｔ
3.4%

不 明

20,186ｔ
19.8%

平成19年度
投棄量
101,718t

平成19年度不法投棄実行者内訳

排出事業者が不法投棄実行者である場合が、
投棄件数では約51％と最も多く、投棄量では約24％なっている。

「排出事業者」のうち、１４１件(73.1%)、１３，１６１ｔ(54.6%) が建設系
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不法投棄の現場（建設系廃棄物等）
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廃棄物＝不要なもの

環境負荷等の悪影響

産業廃棄物の構造的問題

処理コスト負担の動機付けがない
↓

安かろう悪かろうの処理
↓

悪貨が良貨を駆逐
（優良業者が市場の中で優位に立て

ない）

無責任状態での経済原則

不法投棄など不適正処理の横行
↓

産業廃棄物に対する
国民の不信感の増大

↓
処理の破綻

廃棄物＝不要なもの

将来世代にわたる
健康で文化的な生活の確保

排出事業者が最後まで責任を持つ
↓

確実かつ適正な処理
↓

排出事業者が優良業者を選択
（悪質業者が市場から淘汰される）

自己責任が伴う中での経済原則

安全･安心できる適正処理の実現
↓

産業廃棄物に対する
国民の信頼の回復

↓
循環型社会の構築

累次の廃棄物処理法改正
に基づく構造改革

○排出事業者責任の徹底
・マニフェスト制度の強化
・原状回復命令の拡充
○不適正処理対策
・処理業者･施設の許可要件
の強化
・罰則強化
(懲役５年､罰金１億円)
○適正な処理施設の確保
・廃棄物処理施設設置手続きの
強化・透明化
・優良な施設整備の支援
・公共関与による補完
（廃棄物処理センター）

構造を転換

ＰＰＰ（汚染者負担原則）
に基づくあるべき姿

産業廃棄物処理の構造改革
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特別管理産業廃棄物

（飛散性のもの）

石綿含有産業廃棄物

（非飛散性のもの）

○工作物に用いられる材料から除去
された吹付けアスベスト

○建築物から除去された吹付けアス
ベスト、アスベストを含む保温材、断
熱材及び耐火被覆材

石綿スレート等の外装材、床タイル
等

【工作物の新築、改築又は除去に伴って生
ずる産業廃棄物であって、石綿をその重量
の０．１％を超えて含有するもの】

日曜大工によって排出された石綿
スレート等の外装材等【工作物の新
築、改築又は除去に伴って生ずる一般
廃棄物であって、石綿をその重量の０．
１％を超えて含有するもの】

特別管理産業廃棄物の処理基準

（廃棄物処理法施行令等）

○収集における梱包等

○処分における溶融処理又は耐水性材
料での二重梱包等

一般廃棄物の処理基準
（廃棄物処理法施行令等）

石綿含有一般廃棄物

（非飛散性のもの）

産業廃棄物の処理基準
（廃棄物処理法施行令等）

○飛散防止措置をとること
○他の廃棄物と区分して収集、運搬、積
替え、保管を行うこと
○溶融、無害化処理による処分
○中間処理としての破砕禁止
○一定の場所で分散しないように埋立処
分し、覆土すること

○飛散防止措置をとること
○他の廃棄物と区分して収集、運搬、
積替え、保管を行うこと
○集じん設備により確実にダスト除去
する中間処理
○一定の場所で分散しないように埋立
処分し、覆土すること
※石綿含有家庭用品については通常の処理で飛散
等の問題が生じないことを確認

ごみ処理施設
無害化処理施設

石綿含有産業廃棄物の溶融施設
（許可施設として新設）

○1,500度以上で溶融
○飛散防止措置

○内容、者、施設の基準
○認定の手続き、廃止等の手続

ストック量 数十万トン
1.8万t／年発生(H16)
4.2万ｔ／年発生(H17)
7.2万ｔ／年発生(H18)

ストック量4,000万トン
100万ｔ／年以上発生

年間数ｔ 発生

埋立処分・再生

石綿を含む廃棄物の規制の現状
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２．適正処理対策

① 排出事業者責任
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元請業者から
下請業者への
工事委託方式

＜原則＞
委託

＜例外＞

全部又は独立した一部を一括委託

排出事業者
となる者

元請業者

元請業者が自ら総合的に
企画、調整及び指導を

行っていると
認められないとき

元請業者が自ら総合的に
企画、調整及び指導を

行っていると
認められるとき

下請業者
元請業者と
下請業者

下請業者が行う
処理の位置づけ

委託処理 自ら処理 自ら処理

下請業者の
処理業許可

必要 不要 不要

元請業者から下請業者へ工事を委託する場合の委
託方式の違いによる廃掃法上の取扱い

現場で排出事業者の特定が困難となるケース

元請業者

下請業者

工事委託

自ら処理

建設工事の発注者

金銭

廃棄物処理

■ 建設工事における事例

18

委託処理



廃棄物の不適正処理（処理基準違反）の状況

■処理基準違反の状況（平成19年度）
・産業廃棄物処理基準違反（第12条第1項）

・特管産廃処理基準違反（第12条の2第1項）
※残存事案と処理済み事案の合計

19

928件, 
57%277件, 

17%

307件, 
19%

28件, 2%
86件, 5%

平成19年度: 1,626件

排出事業者

許可業者

無許可業者

複数関与

不明



不適正処理の現場

■自社の資材置き場における不適正な処理

20



排出事業者が、産廃の処理を委託する際に、委託した内容どおり
に処理されたか把握・管理・責任追及できるようにという趣旨。排出
事業者責任の徹底に資する。
委託時に、産廃の種類・数量、収集運搬業者名、処分業者名など
を記載した管理票（マニフェスト）を出し、委託先の業者は、自らの
受託業務が終了したらその旨マニフェストに追記＆委託者に写しを
回付していく。

マニフェスト制度とは

排出事業者 最終処分業者運搬業者運搬業者

最終処分終了票

処分終了票処分終了票

運搬終了票 処分終了票処分終了票運搬終了票

最終処分終了の記載

最終処分終了票の送付

保管票保管票 保管票保管票 保管票 保管票

中間処理業者
処分受託者
として

処分委託者
として

マニフェストの流れ マニフェスト
（複写式で販売）

マニフェスト制度について

21



最終処分業者

情報処理センター

収集運搬業者中間処理業者収集運搬業者排出事業者

電子マニフェストの流れ

⑤運搬終了
報告

②運搬終了
報告

① 一次マニフェスト登録 ⑥ 最終処分終了報告

②③⑥
の通知

④ ２次マニフェスト

登録
③ 中間処理
報告

⑤⑥の
通知

22



１）電子マニフェスト加入状況の推移

２）排出事業者業種区分（加入者数の構成比） ３）月別電子マニフェスト登録状況

（平成20年10月31日現在 ）

電子マニフェストの普及状況

年度 加入者数

加入者数の内訳
マニフェスト
年間登録件数

普及率
排出事業者

収集運搬
業者

処分業者

平成16年度
2,978 1,019 1,009 950

1,137,785 2.5%
(100%) (34%) (32%) (32%)

平成17年度
3,834 1,291 1,327 1,216

1,621,975 3.5%
(100%) (34%) (34%) (32%)

平成18年度
7,784 4,083 1,921 1,780

2,388,069 5.3%
(100%) (52%) (25%) (23%)

平成19年度
30,705 23,164 4,300 3,241

4,076,448 8.8%
(100%) (76%) (14%) (10%)

平成20年度
37,666 28,802 5,164 3,700

3,430,923 -
(100%) (76.5%) (13.7%) (9.8%)

23
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２．適正処理対策

② 廃棄物処理業許可制度

24



産業廃棄物処理業許可件数の推移

25

38

43
47

50 51
53

57 57
56

0

10

20

30

40

50

60

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H10.4 H11.4 H12.4 H13.4 H14.4 H15.4 H16.4 H17.4 H18.4

（政令市数）（許可件数）

都道府県産廃 都道府県特管 政令市産廃

政令市特管 政令市数

※平成18年４月以前は保健所設置市



0
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1,000

Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

（件）

法第１５条の３による取消処分

（産廃処理施設許可の取消）

法第１４条の６による取消処分

（特管産廃処理業許可の取消）

法第１４条の３による取消処分

（産廃処理業許可の取消）

１．平成12年の廃棄物処理法改正により、同年10月から廃棄物処理業及び処理施
設の許可の取消し等の要件が追加されるなどの規制強化措置が講じられた。

２．平成15年の廃棄物処理法改正により、同年12月から廃棄物処理業者及び処理施
設設置者が許可の欠格要件に該当した場合に、取消しが義務化された。

26

廃棄物処理法に基づく許可取消件数の推移



廃棄物事犯の検挙事件数
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（事件） （人）
※ 警察庁ＨＰより環境省作成

0

1000

2000

3000
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6000

7000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

H15  H16 H17 H18 H19

一廃事犯 産廃事犯

産廃検挙人員 一廃検挙人員

１．不法投棄事犯等を中心とした廃棄物事犯に対する取締りを強化する「環境犯罪対
策推進計画」（平成11年 警察庁）が策定され、本計画に基づく現地レベルでの取
組が次第に強化されてきている。

２．平成12年の廃棄物処理法改正により、不法投棄について一般廃棄物と産業廃棄
物の罰則上の区分が無くなり、法の適用が容易となった。
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平成19年検挙件数の内訳（一般廃棄物）

3516件, 68.7%
3880人

1518件, 29.7%
1771人

39件, 0.8%
44人

20件, 0.4%
26人

25件, 0.5%
25人

不法投棄

焼却禁止

無許可関係

委託関係

その他

一般廃棄物合計： 5118件、5746人
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535件, 34%
767人

712件, 45%
958人

50件, 3%
58人

225件, 14%
226人

46件, 3%
8人

23件, 1%
34人

不法投棄

焼却禁止

無許可関係

委託関係

管理票関係

その他

産業廃棄物合計： 1591件、2051人

平成19年検挙件数の内訳（産業廃棄物）



認定主体：自治体 制度施行：平成１７年１０月

＜優良性評価基準＞

①遵法性：環境法令による改善命令、措置命令等の不利

益処分を受けていないことなど

②情報公開性：会社情報、許可の内容、施設の状況、処

理の状況、財務諸表等をネットで公開

③環境保全への取組：環境マネジメントシステムに係る規

格等への適合

許可件数 事業者数

国の制度による適合確認 １,５９０件 ２４２事業者

都道府県独自の制度による適合確認 ５７０件 １４９事業者

※ 適合確認されてから把握されるまで数週間程度要するため、数は暫定値です。

（平成２０年１０月３１日現在）

産業廃棄物処理業者優良性評価制度
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産業廃棄物に係る措置命令（19条の５）
の発出件数の推移
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２．適正処理対策

③ 廃棄物処理施設対策
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適正な廃棄物処理施設の確保

平成９年～１７年の法改正の変遷
平成９年 ・ 施設設置手続きの明確化（生活環境影響調査の実施等）

・ 維持管理状況の記録・閲覧制度、最終処分場の維持管理積立
金制度の創設
・ 焼却施設の構造・維持管理基準の強化
・ 最終処分場の裾きり撤廃

平成１２年 ・ 施設許可要件に人的要件追加
・ 施設許可の取消要件に廃棄物処理法違反等を追加
・ 譲受け等の許可制の創設
・ 廃棄物処理センターによる産業廃棄物処理施設の整備支援

平成１５年 ・ 産業廃棄物処理施設において、処理を行っている産廃と同様の
性状を有する一定の一廃を処理する場合に、届出をもって一廃処
理施設の設置を可能とする制度の創設

平成１６年 ・ 最終処分場跡地等で土地の形質変更を行う際の事前届出制度
創設

平成１７年 ・ 最終処分場の維持管理積立金制度の対象をすべての許可処分
場に拡大

33



廃棄物処理施設設置許可手続について

申請に必要な資料
・申請書 －氏名、設置場所 －施設の設置計画 －施設の種類 －施設の維持管理計画 等
・設置することが周辺の生活環境に及ぼす影響についての調査結果書

•施設設置に伴う大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、地下水に係る調査項目の現況
•自然的条件及び社会的条件の現況
•生活環境への影響の程度の分析結果 等

都道府県・政令市

申請者

申請

許可

施設建設

使用前検査

稼働

公告縦覧手続
・施設設置場所、施設種類等の公告縦覧
・申請書及び生活環境影響調査結果書の公告縦覧
・関係市町村長の意見聴取
・利害関係者は意見書を提出することができる

許可の基準
・設置計画及び維持管理計画が周辺の生活環境の保全
等について適正な配慮がなされたものであること
・申請者の能力が設置及び維持管理を的確かつ継続的
に行うに足りるものであること
・申請者が業の許可と同様の欠格要件に該当しないこと

34

専門的知識を有す
る者の意見聴取

生活環境保全上必要な条件を付することができる。



産業廃棄物処理施設の新規許可件数
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焼却施設

最終処分場

○焼却施設
平成９年12月 構造基準及び維持管理基準の強化（ダイオキシン対策）
平成10年６月 施設許可手続の強化（生活環境影響調査の義務づけ、告示・縦覧）

○最終処分場
平成９年12月 面積要件の撤廃（規模の裾切りの撤廃）
平成10年６月 施設許可手続の強化（生活環境影響調査の義務づけ、告示・縦覧）
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